
①環境人材育成コンソーシアムの立ち上げに向けた準備を行うとともに、ワーキンググループを設置して、環境力を有する人材の育成（学部向
け）及び企業の環境経営促進に向けた人材育成（大学院向け）のための教育プログラムについて検討し、それぞれについてガイドライン試案を取
りまとめた。また、低炭素社会、循環型社会、生物多様性社会等をテーマに環境人材育成に係るセミナーを開催した。
②大学で活用できる環境人材育成のモデルプログラム開発に向け、公募にて事業実施大学を決定（事業は3カ年）。採択された計11大学（平成20
年度：6大学、平成21年度：5大学）において、プログラムの検討・試行を行った。また、事業実施大学を一堂に会した会合を開催し、進捗状況及び
取組に係る課題等を共有した。

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

平成19年度に策定した「持続可能なアジアに向けた大学における環境人材育成ビジョン」に基づき、「アジア環境人材
育成イニシアティブ」として、以下の取組を実施。
①産学官民の連携による環境人材育成の取組を促すプラットフォームとしての「環境人材育成コンソーシアム」の設立
に向けた取組を実施するとともにコンソーシアム準備会との連携による大学で活用できる環境人材育成に関するガイド
ライン試案を取りまとめる。
②大学で活用できる環境人材育成のモデルプログラムの開発、試行を行う。

アジアの急速な経済成長や人口増加などに伴い、資源・食糧・水需要の拡大、公害・健康被害の発生、温室効果ガス
排出の増大などが顕著になってきていることから、職業や市民活動等を通じ、日本を含むアジアにおいて持続可能な
社会の実現に取り組む人材（環境人材）を育成する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

未定

執行率 99% 96%

事業番号 ２５１

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(  環境省　)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成20年度アジア環境人材育成イニシアティブ推進事業
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平成21年度に取りまとめたガイドライン試案について更なる改善を図るなど、産学官民の連携による環境人材育成を
加速する必要がある。
大学における環境人材育成のモデルプログラム開発は、平成22年度に6大学、平成23年度に5大学が事業を終了す
る。事業の実施に当たっては、とりわけ3年目の事業成果がより充実したものとなるよう、大学間の情報交換の促進等
を行う必要がある。また、事業終了後、環境人材育成プログラムの更なる発展を進めるため、成果の普及、事業を終了
した大学の進捗状況の確認や情報交換の機会の確保等を行う。

事業実施等の状況把握については、請負者との間で、必要に応じ当省担当者との打合せ会議を行うとともに、ワーキ
ンググループに環境省担当官が出席する等により、常に事業の進捗状況や達成状況を確認するとともに、報告書等関
係書類により業務が適正に履行されたことを確認している。
また、大学における環境人材育成のモデルプログラム開発では、年2回、事業実施大学（11大学）を一堂に会した会合
を開催し進捗状況を確認。年度末には、事業の実施・進捗状況を踏まえた次年度の事業実施の可否について判断を
行うため、外部有識者による審査会を開催するとともに、報告書等により取組状況を確認している。

75

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 138

総事業費(執行ベース) 74 132

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 環境教育推進室

上位政策

環境教育推進室長
岡本　光之

総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

環境・経済・社会の統合的向上

138

74 132

関係する計
画、通知等

- -

22年度 23年度要求



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

B.大学（11大学）

計91百万円

環境省

132百万円

【公募・随意契約】

A.株式会社エコマネジメント

研究所

41百万円

【企画競争】

事業の発注者として事

業を全体統括。

環境人材育成コンソーシアム

の事務局として、ワーキンググ

ループの開催、検討結果の取

りまとめ、セミナーの開催に係

る事務等を行う。

環境人材を育成するため

の教育プログラムの開発

を実施。



費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.株式会社エコマネジメント研究所 E.

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費
環境人材育成コンソーシアム関連
事業費

41

計

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 41

雑役務費
環境人材育成のための大学教育
プログラム開発事業費

10

B.大学Ａ F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 10 計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計


